
脱炭素に向けた支援制度のご案内

令和８年度
事業者向け省エネ・再エネ支援制度説明会

滋賀県 総合企画部 CO2ネットゼロ推進課
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1. CO2ネットゼロ社会づくりに向けて
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ＣＯ2ネットゼロ社会づくりに向けて

➢ 環境・経済・社会のバランスがとれた持続可能な滋賀の実現 【持続可能】

➢ エネルギーの安定供給・経済成長・排出削減を同時に実現 【グリーン・トランスフォーメーション（GX)】

➢ 地域のあらゆる資源が地域内で利活用される地域循環社会の実現 【地域循環】

重視する

視点

滋賀県ＣＯ2ネットゼロ社会づくりの推進に関する条例 （R4.4施行)
滋賀県ＣＯ2ネットゼロ社会づくり推進計画 (R4.3策定・R８.3改定)

4



中期目標の進捗状況

■温室効果ガス排出量

5

■再生可能エネルギー導入容量

2030
(目標）
上限下限



２. 脱炭素経営について
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脱炭素経営とは何か？

7
環境省資料より



脱炭素経営によって期待されるメリット

8環境省資料より



省エネは売上アップと同じ

9省エネルギーセンター資料より

仮に年商1億円、売上に対する営業利益率を２％、
売上に対する年間光熱費率が３％の企業を想定すると、、、、



3. 滋賀県等の企業向け支援
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R8年度の滋賀県の企業向け支援一覧

①知る
（脱炭素について知る）

②測る
（排出量等を把握する）

③減らす
（排出量等を削減する）

ウェブサイト

メルマガ

各種セミナー

省エネ診断
省エネ・再エネ等設備導入加速化補助金

／促進区域内再エネ導入補助金

次世代自動車普及促進事業補助金

び
わ
湖
カ
ー
ボ
ン
ク
レ
ジ
ッ
ト

しがCO2ネットゼロみらい賞

プロジェクトチャレンジ支援事業

中小企業振興資金貸付金政策推進資金
（CO2削減に係る資金の融資）
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【新】中小企業版SBT認定取得支援
（取得サポート、申請に要した経費の助成）

取組事例の水平展開

事業者行動計画書制度／
自動車管理計画書制度

企業向け支援制度
ガイドブック

【新】温室効果ガス排出量の可視化支援

【新】エネルギーの無駄部分を可視化す
る機器を用いた事業場の省エネ支援

【新】県HP「ゼロナビしが」での取組事例の紹介



3. 滋賀県等の企業向け支援

（１）情報提供
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県ウェブサイト

企業・団体の方向けページ

補助金 支援制度

各企業の取組事例

https://zeronavi.shiga.jp/

ゼロナビしが
（温暖化対策に関する県の公式HP）

県の公式HP

https://www.pref.shiga.lg.jp/ip
pan/kankyoshizen/ondanka/



メルマガ配信
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「しがCO₂ネットゼロムーブメント」へ賛同いただいた方へ、メルマガにて
補助金やセミナーなどの情報を配信 （1週間に1回程度）

「しがCO₂ネットゼロムーブメ

ント」への賛同はこちらから！



企業向け支援制度ガイドブック
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ネットゼロフォーラムしが（＋支援機関等のネットワーキング）

「ネットゼロフォーラムしが」とは

ＣＯ2ネットゼロ社会の実
現に向け、情報交流や具
体的取組を促進する場

「企業の脱炭素経営支援チーム」の立ち上げ

金融機関・支援機関等が連携して、 「ネットゼ
ロフォーラムしが」の取組のなかに、「企業の
脱炭素経営支援チーム」を設置する。

それぞれの支援内容や課題等を共有し、事業
者への支援機能の向上と連携促進を図る。

主な取組（予定）
・情報共有と連携促進
・相談窓口の設置
・支援メニューマップの作成
・優良事例の収集、横展開

お申し込みは
こちら



3.滋賀県等の企業向け支援

（２）取組支援

17



省エネ診断

18

令和8年4月30日～令和9年1月15日

（予算の範囲内で対応するため、期限前に募集を終了する場合があります）

「省エネ・再エネ等設備導入加速化補助金」の申請要件となっていることから、
省エネ診断を受けられる企業の方は多いですが、「それ以外の運用面の改善
策もアドバイスいただけて良かった」というお声も多くいただいています！

専門家が事業所全体のエネルギー使用状況を調査・診断して、省エネ・コスト削減に向けた改善策
を提案します。設備投資だけでなく、コストのかからない運用面での改善策も提案します。

省エネ診断の流れ

事前調査 → 事業所訪問・診断 → 診断結果報告会

対象

滋賀県内に事業所がある中小企業者等

（法人格のない個人事業者も補助対象です）

募集期間

※ IT診断等で一部有料と
なる場合があります



“可視化”に関するR8年度新規事業

温室効果ガス排出量の可視化支援
エネルギーの無駄部分を可視化する機器

を用いた事業場の省エネ支援

＜概要＞
これまでの省エネ診断では実施できなかっ
た「エネルギーの無駄部分を可視化する機器」
を用いて、事業場の確実な省エネ化を促進

＜使用する可視化機器＞
⚫ コンプレッサーの配管等からの空気の漏
れを可視化する機器

⚫ ボイラーの配管等からの熱の漏れを可視
化する機器

＜支援方法＞
滋賀県産業支援プラザ職員が事業場を訪問
し、可視化機器を用いて、事業場における省
エネ対策を支援

＜概要＞
温室効果ガス排出量の算定ツールの提供（無
料）等により、温室効果ガス排出量の算定等を
支援

＜支援内容＞
（１）温室効果ガス排出量の算定ツールの提供等

• 算定ツールの提供
• 算定、削減目標設定、削減提案に関す
るサポート

（２）温室効果ガス排出量の算定等に関する研修
 会の開催

事業開始次第、
ホームページにてお知らせします。
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省エネ・再エネ等設備導入加速化補助金

20

対象設備および補助金の額

省エネルギー・再生可能エネルギー等の設備を導入する事業に対して補助します。

補助対象者
① 滋賀県内に事業所がある中小企業者等
② ファイナンスリース、オンサイトPPAにより、①の事業所に太陽光発電設備等を設置する事業者

（法人格のない個人事業者も補助対象です）

補助対象設備
補助金の額（※1）

補助率、補助単価 上限額

省エネルギー設備（※2） 1/3以内 200万円

再生可能エネル
ギー等設備
（※3、※4）

①太陽光発電設備 1/3以内、4万円/kW 120万円

②太陽光発電設備
（蓄電池を併せて導入する場合）

1/3以内、7万円/kW 210万円

③蓄電池 1/3以内、5万円/kWh 50万円

※1 補助対象経費：本工事費、付帯工事費、設備費
※2 LED照明、空調設備、冷蔵・冷凍設備、ボイラ給湯器、コンプレッサ、変電設備、遮熱設備など
※3 その他の再生可能エネルギー等設備としては、風力発電、バイオマス発電、太陽熱利用、バイオマス熱利用、燃料電池、次世代自動車＋V2H、

  V2H単体など。指定避難所となる事業所は補助率等を優遇。
※4 太陽光発電設備と蓄電池を併せて導入する場合は、②の補助金の額が適用されます。

令和8年4月30日～12月10日
（予算の範囲内で対応するため、期限前に募集を終了する場合があります）

募集期間（予定）

留意事項
• 補助金を申請するにあたり、原則、省エネ診断の受診が必須となります。
• 補助対象設備によって、別途補助要件等が設定されている場合があります。
• 「促進区域内」で太陽光発電設備や蓄電池を導入する場合には、補助金額が優遇される可能性があります。



促進区域内再エネ導入促進事業補助金

21

対象設備および補助金の額

「促進区域」内で、太陽光発電設備や蓄電池を導入する場合に、「省エネ・再エネ等設備導入加速化補助金」の補
助金の額が優遇されます。

補助対象者 ① 滋賀県内に事業所がある事業者
② ファイナンスリース、オンサイトPPAにより、①の事業所に太陽光発電設備等を設置する事業者

（大企業や法人格のない個人事業者も補助対象です）

令和8年７月上旬～12月10日 （予算の範囲内で対応するため、期限前に募集を終了する場合があります）募集期間（予定）

補助対象設備
補助金の額

補助単価 上限額

太陽光発電設備 5万円/kW 500万円

太陽光発電設備＋蓄電池

⃝太陽光発電設備： 5万円/kW
⃝蓄電池： 蓄電池価格(円/ｋWｈ）と下記価格(※)のいずれか低い額×1/3

※家庭用（4,800Ah・セル未満）： 15.5万円/ｋWｈ
 業務用（4,800Ah・セル以上）： 19.0万円/ｋWｈ

500万円

「促進区域」とは？

• 国や県が制定した配慮基準に基づき、
各市町村が再生可能エネルギー設備
の設置に適している場所として設定
する区域のこと

• 滋賀県内の「促進区域」の設定状況
（R8年3月末時点）は右表のとおり

市町 促進区域の範囲

米原市
米原市米原地区の一部（近隣商業地域）
米原市梅ヶ原地区の一部（準工業地域、近隣商業地域）

草津市

草津市の災害時の拠点となる施設（市公共施設、高校、大学等）で、太陽光発電設備が
設置可能な建築物の屋根、屋上および敷地など。または、草津市と「愛する地球のた
めに約束する協定」を締結し、市とともに地球温暖化対策を進めていく市内事業者・
団体の施設で、太陽光発電設備が設置可能な建築物の屋根、屋上および敷地など。

湖南市 住宅および住宅以外の建物の屋根上

長浜市 建築物の屋根上における太陽光発電



蛍光ランプの製造・輸出入の廃止について
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環境省資料より

※県支援制度を活用し、計画的に照明設備の更新を行うことを推奨しています！



次世代自動車普及促進事業補助金

対象設備 事業内容 補助率 補助限度額

次世代自動車

電気自動車（EV）

次世代自動車を導入する
事業

定額

＜補助要件＞
条例に基づく「自動車管理計画」
の策定

１０万円
プラグインハイブリッド
自動車（PHV）

２０万円燃料電池自動車（FCV）

充電設備

急速充電設備 ア）商業施設、宿泊施設等
イ）事務所・工場等
ウ）マンション等 に
次世代自動車の充電設備
を整備する事業

設備購入費の1/2以内
（工事費は除く）

３０万円

普通充電設備 １０万円

※ 国の補助金（CEV補助金）との併用も可能です
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補助対象者

滋賀県内に事業所を有する法人または個人事業者

（大企業や法人格のない個人事業者も補助対象です）

募集期間（予定）

令和8年4月20日～令和9年2月10日

（予算の範囲内で対応するため、期限前に募集を終了する場合があります）

次世代自動車（ＥＶ、ＰＨＶ、ＦＣＶ）および充電設備の購入を支援します。

➢ 国の補助金の詳細は右記HP
にてご確認いただけます

➢ 国の補助金の場合、購入車種・
購入設備によって補助金額が
異なるのでご注意ください
（例：電気自動車１０～８０万円）



中小企業振興資金貸付金
政策推進資金（GX・DX推進枠）

融資対象者

滋賀県内に事業所があり、６か月以上継続して事業を営んでいる中小企業者等で、次のいずれか
に該当する者
① 脱炭素、省エネ、水質・大気汚染対策、ネイチャーポジティブ対応等GXに係る取組や、設備を

導入しようとする者
② 省エネ、再生可能エネルギー設備等CO2排出量削減に係る設備を導入しようとする者
③ 経営課題の解決や成長・競争力の強化を図るため、デジタル技術の活用や、システムの導入

によりDXに取り組む者

融資限度額
融資対象者①  １億円
融資対象者② 1,000万円
融資対象者③ 3,000万円

融資利率 年１．９５％

信用保証料
必要に応じて保証協会の保証つき
融資対象者①・③ 年 0.45％ ～ １．90％
融資対象者②  年 0.00% ～ 1.40％

融資期間 １０年以内 （据置２年以内）

担保・保証人 保証協会または金融機関の定めるところによる

受付機関 各商工会議所・各商工会・中小企業団体中央会

脱炭素化等に向けたGXや、デジタル技術の活用等によるDXに必要となる取組に係る資金にご利用いただけ
る融資制度
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びわ湖カーボンクレジット

➢ 滋賀県内で創出されたＪ-クレジットを「びわ湖カーボンクレジット」と称し、普及促進
➢ 「つくる（創出）」「つかう（活用）」 両輪の拡大を図り、CO₂排出量の「見える化」を促進

▮ びわ湖カーボンクレジット登録制度

県内のJ-クレジット創出・活用の取組を登録・紹介する県制度

【登録のメリット】

➢ 県HP(ゼロナビしが)掲載による取組PR
➢ 登録認定書 + 県産材で作成した登録楯を贈呈 

県制度で取組PRを応援！
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▮ びわ湖カーボンクレジット活用支援事業

カーボンクレジット制度への理解を促し、びわ湖カー
ボンクレジットの普及を促進させる

⚫ 相談窓口の設置
⚫ 勉強会開催

クレジットの専門家が
相談対応します！



びわ湖カーボンクレジット

購入申込

事業所・団体

売却

滋賀県

募集時期
県が定める期間 ＜入札形式＞

販売量
２８０ t-CO₂【太陽光発電設備】

募集対象者
県内でクレジットを使用する事業者等

➢県内で生み出されたクレジットを県内で消費する「地産地消」
➢売却益はＣＯ₂ネットゼロにかかる啓発事業に活用することで

県内事業者や県民に還元

販売概要

ＨＰで
購入希望者募集

クレジットの活用方法例

• 商品のカーボンオフセットでブランディング
• イベントのカーボンオフセットで環境配慮をＰＲ

例：びわ湖マラソン、国スポ・障スポ大会
• 温対法等の報告

ＣＯ₂ネットゼロ社会の実現へ

県内事業所や家庭の設備設
置・更新等によるCO₂削減分

をとりまとめたクレジット

びわ湖カーボンクレジット倶楽部
クレジット

滋賀県が創出主 「びわ湖カーボンクレジット倶楽部」クレジット

Ｒ８中に追加で
創出・販売予定
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プロジェクトチャレンジ支援事業

県内中小企業等の成長産業分野（成長産業枠）・グリーン分野（ＣＯ２ネットゼロ枠）への進出を活発化させるため、こ
れらの分野に資する新製品・新技術の開発に対して「研究開発補助金」「フォローアップ支援」「制度融資」の支援を実施

⚫プロジェクト補助金・・・新製品、新技術の開発および実証試験に必要とされる経費の一部を助成
⚫フォローアップ支援・・・ 計画書の作成支援や、工業技術センターによる研究開発に対する技術的な支援
⚫制度融資の利用・・・ 政策推進資金（事業継続・新事業促進枠）

事業区分 キックオフステージ チャレンジステージ

補助限度額 100万円 2,000万円

補助率
＜単独研究＞ 1/2以内
＜共同研究＞ 2/3以内
＜スタートアップ企業＞ 2/3以内

補助対象経費
原材料費、設備装置・工具器具費、外注費、
研究開発委託費、実証実験付帯費等

企業名 事業名

田中建材(株)
木質加熱アスファルト舗装材の長寿命化と既設汎用プラント
による製造実験

灰孝小野田レ
ミコン(株)

コンクリートスラッジを利用し排ガス中のCO2を固定化した
合成炭酸カルシウムを配合したコンクリートの社会実装化に
向けた試験

スマック(株)
電気自動車用モータの高出力化に対応できる高速大容量負
荷ダイナモ及びインバータプロト機の研究開発

R7年度 「プロジェクト補助金」 採択事業 （CO2ネットゼロ枠抜粋）「プロジェクト補助金」 の概要

チャレンジステージ （実証化段階も支援）キックオフステージ

市場化・事業化

チェレンジ計画の認定

中小企業新技術開発
プロジェクト補助金

構想段階 研究開発 商品開発

市場化ステージ補助金

• デジタル産業 （ＡＩ、ロボット、情報通信、スマー
ト家電、半導体、エレクトロニクス）

• 医療・健康産業 （医療、健康、介護）

• エネルギー関連産業 （水素、アンモニア、自然エネルギー）
• 輸送・製造関連産業 （自動車、船舶、航空機、インフラ、カーボンリサイクル・マテリアル）
• 家庭・オフィス関連産業 （住宅・建築物、 資源循環）

成長産業枠 ＣＯ２ネットゼロ枠



3.滋賀県等の企業向け支援

（３）企業による取組事例の水平展開
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しがCO2ネットゼロみらい賞

29

CO2ネットゼロ社会づくりに関して優れた取組を行った個人や事業者、団体の功績をたたえると
ともに、優良事例を広く紹介することにより、取組の見える化を図り、ムーブメントの輪を広げるこ
とを目的とした表彰制度。

➢ 今年度も募集予定R7年度の受賞者の取組

パナソニック株式会社
ビューティ・パーソナル
ケア事業部 彦根工場

オフサイトＰＰＡ導入によるＣＯ₂

排出量削減

匠堂合同会社

「未来笑家」ゼロエネルギースタイル

学童発「地球を抱き
しめて」プロジェクト

水で機械を動かす！
「水圧パワーユニット」シリーズ

滋賀県リサイクル
推進協議会

｢地球温暖化｣ を紙芝居で学ぼう
「タスキ｣ リレーでつながろう・広げよう
CO₂ゼロの未来社会へ向けて

ＮＰＯ法人
愛のまちエコ倶楽部

CO₂削減、地域温暖化防止の

ためのリサイクルのさらなる推進

廣瀬バルブ工業
株式会社

｢菜の花エコプロジェクト」を軸にした
CO₂ネットゼロの環境学習と啓発の展開



提出された事業者行動計画書・報告書の公表
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各事業所から提出いただいた「事業者行動報告書」
の内容をデータベース化して公表



（参考） 事業者行動計画書制度について

31

条例に基づく「事業者行動計画書制度」では、一定規模以上の事業者（※）の方に、 事業活動を通
じたCO2ネットゼロ社会づくりに寄与する取組について定めた「計画書」と、その実施状況を記載
した「報告書」を提出いただいています。

事業者行動計画書・報告書の記載内容

※前年度の年間エネルギー使用量が原油換算で1,500kL以上の事業所、および前年度・前年のエネルギー起源CO2以外
の温室効果ガス排出量がCO2換算で3,000ｔ以上の事業所を有する従業員21人以上の事業

（要件未満の事業者からも任意提出いただけます）

県と滋賀銀行に提出のあった“野心的な”CO2削減目標の達成状況と金利等の融資条件が連動し、目標の達成
時に優遇条件が適用される融資プラン。
しがCO2ネットゼロムーブメントに賛同し、事業者行動計画書制度に基づいた削減目標の設定と計画を策定・提
出するとともに取組状況を報告することで、CO2削減量の大小に応じて金利等が優遇される。

事業者行動計画書制度と連動した金融プラン ～サステナビリティ・リンク・ローン（しがCO2ネットゼロプラン）～

他者でのCO2排出削減

（製品の使用段階など）

自社のCO2排出削減

＋ ＝
事業活動を通じた

CO2ネットゼロ社会
づくりへの貢献

「CO2ネットゼロ社会」の実現には、省エネ製品・
サービス等の開発・普及といった事業活動も重要



4. 国の企業向け支援
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国の企業向け支援制度

33

近畿経済産業局にて随時更新（2回/月）。
公募開始情報やその他の最新情報を得るこ
とができます。

中小企業等のカーボンニュートラル支援策
（作成：経済産業省、環境省）

カーボンニュートラル関連・施策マップ
（作成：近畿経済産業局）



34

ご清聴ありがとう
ございました！
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